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ごあいさつ

代表取締役社長 佐伯 博

皆さまには、日頃より、当社事業に格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

ここに、第５０期報告書をお届けするにあたり、一言ご挨拶を申しあげます。

平成２５年度のわが国経済は、アベノミクスの基本方針である「大胆な金融政策」、

「機動的な財政政策」、「民間投資を喚起する成長戦略」の「三本の矢」の効果により、

国内需要が堅調に推移し、生産が緩やかな増加基調にある中で、雇用・所得環境も改

善するなど、景気回復傾向を示しました。

観光業界におきましては、国内旅行は、格安航空会社の路線増加、東京ディズニー

リゾート３０周年、東京スカイツリーの人気により首都圏観光が賑わい、海外旅行は、

東南アジア方面は好調でしたが、総数では減少となりました。一方、訪日外客数は、

プロモーション効果、円高是正による旅行費用の割安感、東南アジア諸国の査証緩和

等により過去最高となりました。

このような状況の中、当社は、北陸新幹線開業に向けて、９０万人台の回復に取り

組みました。国内客は、団体客がバス旅行の不振の影響を受けましたが、個人客は夏

期の大雨にもかかわらず、堅調に推移しました。訪日客は、主要国の台湾が史上初め

て年間１０万人を突破し、その他の国々も好調に推移し、入り込み人員は９６万人と

なりました。

この結果、三期ぶりに黒字転換となりましたが、健全な財務体質と今後の設備投資

等に備えるため、内部留保の充実に努め、配当につきましては、無配とさせていただ

きました。株主の皆様には、誠に申し訳ございませんが、何卒ご理解を賜りますよう

お願い申しあげます。

平成２６年度におきましては、平成２７年３月の北陸新幹線開業を控え、当社の命

題である入り込み人員１００万人の達成を目指してまいります。近年、受け入れ態勢、

営業体制、運行方法、サービスなどを改善してきましたが、さらに具体化し、利便性

・快適性・安全性の充実を図ってまいります。

目下、５月までの入り込み人員は、訪日客の一層の躍進により、順調に推移してお

ります。訪日客は、昨年度、過去最高の１４５千人（５月までは７万人）でありまし

たが、すでに１０万人を超えております。国内客も、前年より微増で推移しておりま
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すので、引き続き、精力的に営業活動を推進し、この勢いを持続させてまいりたいと

考えております。

これからも、企業理念を継承し、事業継続の前提である安全、安心の確保、自然環

境の保全にも積極的に取り組み、世界に誇る国際山岳観光地「立山黒部アルペンルー

ト」ブランドの確立に邁進してまいります。

株主の皆さまにおかれましては、今後とも、変わらぬご理解とご支援を賜りますよ

う、お願い申しあげます。

平成２５年度営業成績（平成25年4月1日から平成26年3月31日まで）

当期の入り込み人員は、富山側４６９千人、大町側４８９千人、合計９５８千人（対

前年１０８％、７３千人増）となりました。

部門別の営業成績は、次のとおりです。

運輸営業成績表（平成２５年度）

項 目
鋼索鉄道線 前年比 自動車線 前年比 無軌条電車線 前年比

(立山ケーブルカー) % (立山高原バス等) % （立山トンネルトロリーバス) %

営業キロ程 キロ 1.3 100 85.6 100 3.7 100

営 業 日 数 日 235 113 343 100 229 97

旅客輸送人員 人 730,148 108 769,066 106 666,884 109

旅客運輸収入 千円 399,630 109 972,839 105 1,040,764 109

運 輸 雑 収 千円 3,163 157 7,695 113 2,075 90

収 益 計 千円 402,794 109 980,535 105 1,042,840 109

車両走行キロ キロ 30,007 111 653,268 99 91,841 103

項 目
普通索道線 前年比 鋼索鉄道線 前年比
(立山ロープウェイ) % (黒部ケーブルカー) %

営業キロ程 キロ 1.7 100 0.8 100

営 業 日 数 日 229 97 229 97

旅客輸送人員 人 693,145 108 708,392 107

旅客運輸収入 千円 649,270 108 442,417 107

運 輸 雑 収 千円 1,698 84 1,629 118

収 益 計 千円 650,969 107 444,046 107

車両走行キロ キロ 39,603 104 15,430 101

構内販売その他営業成績表（平成２５年度）

項 目 構内営業 前年比% 賃貸収入 前年比%

営 業 収 益 千円 582,151 103 110,000 100
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貸 借 対 照 表
平成２６年３月３１日現在

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 1,007,425 流 動 負 債 1,357,731

現 金 及 び 預 金 707,056 支 払 手 形 120,809

売 掛 金 314 買 掛 金 2,315

未 収 金 94,613 短 期 借 入 金 893,500

未 収 収 益 102 未 払 金 175,649

商 品 15,697 未 払 費 用 13,491

飲 食 材 料 品 3,327 未 払 法 人 税 等 35,555

貯 蔵 品 81,173 未 払 消 費 税 等 30,785

前 払 金 27,151 預 り 金 6,117

前 払 費 用 2,623 前 受 金 1,226

繰 延 税 金 資 産 59,033 賞 与 引 当 金 78,280

そ の 他 の 流 動 資 産 16,332

固 定 資 産 9,738,296
鋼索・索道・無軌条電車
事 業 固 定 資 産 2,907,644 固 定 負 債 2,791,307

自動車事業固定資産 340,156 長 期 借 入 金 1,229,600

付 帯 事 業 固 定 資 産 2,311,022 長 期 繰 延 税 金 負 債 390,453

各事業関連固定資産 1,957,248 退 職 給 付 引 当 金 1,079,078

そ の 他 の 固 定 資 産 59,957 環 境 対 策 引 当 金 14,127

投 資 そ の 他 の 資 産 2,162,267 資 産 除 去 債 務 49,977

関 係 会 社 株 式 1,943,844 長 期 未 払 金 26,970

投 資 有 価 証 券 76,294 そ の 他 の 固 定 負 債 1,100

出 資 金 1,690

長 期 貸 付 金 7,845 負 債 合 計 4,149,039

関係会社長期貸付金 92,000 （純 資 産 の 部）

そ の 他 の 投 資 等 63,592 株 主 資 本 5,881,034

貸 倒 引 当 金 △ 23,000 資 本 金 4,160,000

資 本 剰 余 金 422

その他資本剰余金 422

利 益 剰 余 金 2,041,418

利 益 準 備 金 477,838

その他利益剰余金 1,563,579

別 途 積 立 金 1,300,000

繰越利益剰余金 263,579

自 己 株 式 △ 320,805

評 価 ・ 換 算 差 額 等 715,647

その他有価証券評価差額金 715,647

純 資 産 合 計 6,596,682

資 産 合 計 10,745,721 負債・純資産合計 10,745,721

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで

（単位：千円）

科 目 金 額

鋼索・索道・無軌条電車事業

営 業 収 益 2,540,650

営 業 費 2,230,719

営 業 利 益 309,930

自 動 車 事 業

営 業 収 益 980,535

営 業 費 1,071,010

営 業 損 失 90,475

付 帯 事 業

営 業 収 益 692,151

営 業 費 712,747

営 業 損 失 20,595

全 事 業 営 業 利 益 198,859

営 業 外 収 益

受取利息及び受取配当金 4,863

そ の 他 の 収 益 52,593 57,457

営 業 外 費 用

支 払 利 息 31,749

そ の 他 の 費 用 4,869 36,619

経 常 利 益 219,697

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 4,838

受 入 補 助 金 81,905

保 険 差 益 47,532 134,276

特 別 損 失

減 損 損 失 1,932

固 定 資 産 圧 縮 損 122,369 124,301

税 引 前 当 期 純 利 益 229,672

法人税、住民税及び事業税 27,000

法 人 税 等 調 整 額 △ 17,386 9,613

当 期 純 利 益 220,058

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 利 益 剰 余 金剰余金

その他利益
自 己

株 主
資本金 その他

利 益
剰 余 金 利 益

株 式
資 本

資 本
準備金 別 途

繰 越 剰余金 合 計
剰余金

積立金
利 益 合 計
剰余金

当 期 首 残 高 4,160,000 422 477,838 2,200,000 △856,479 1,821,359 △320,965 5,660,815

当 期 変 動 額

別途積立金の取崩 △900,000 900,000 0 0

当 期 純 利 益 220,058 220,058 220,058

自己株式の取得

自己株式の処分 160 160

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

当期変動額合計 － － － △900,000 1,120,058 220,058 160 220,218

当 期 末 残 高 4,160,000 422 477,838 1,300,000 263,579 2,041,418 △320,805 5,881,034

評 価･
換 算
差額等

純資産
その他
有 価 合 計
証 券
評 価
差額金

当 期 首 残 高 714,231 6,375,047

当 期 変 動 額

別途積立金の取崩 0

当 期 純 利 益 220,058

自己株式の取得

自己株式の処分 160

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額） 1,416 1,416

当期変動額合計 1,416 221,635

当 期 末 残 高 715,647 6,596,682

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

１.重要な会計方針に係る事項

(1)有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式 ……………………… 移動平均法による原価法
そ の 他 有 価 証 券
時 価 の あ る も の ……………………… 期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出しております。）
時 価 の な い も の ……………………… 移動平均法による原価法

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法
商 品 ……………………… 先入先出法に基づく原価法

(収益性の低下による簿価切下げの方法により算出しております。）
飲 食 材 料 品 ……………………… 同 上
貯 蔵 品 ……………………… 同 上

(3)固定資産の減価償却方法
有 形 固 定 資 産（リース資産を除く）
鋼索・索道・無軌条電車事業固定資産 ………………… 定 率 法
自 動 車 事 業 固 定 資 産 ………………… 同 上
付 帯 事 業 固 定 資 産 ………………… 同 上 ※ただし弥陀ケ原ホテルにかかる固定資産については定額法
各 事 業 関 連 固 定 資 産 ………………… 同 上
無 形 固 定 資 産（リース資産を除く） …… 定 額 法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっています。

リ ー ス 資 産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が企業

会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理によっております。

(4)引当金の計上方法
貸倒引当金
関係会社貸付金、その他債権等の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

退職給付引当金
従業員に対する退職給付に備えるため、自己都合による期末要支給相当額を計上しております。
なお、会計基準変更時差異の取扱いについては、１５年による均等額を費用処理しております。

環境対策引当金
ＰＣＢ廃棄物を処理するに当たり、その処理費用見込額を計上しております。

(5)消費税等の会計処理方法
税抜方式によっております。

２.貸借対照表に関する注記

(1)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

(2)有形固定資産の減価償却累計額 22,450,075千円

(3)事業用固定資産
有形固定資産 7,513,873千円

土地 2,285,307千円 建物 2,900,882千円 構築物 1,079,203千円
機械装置 433,370千円 車両 353,048千円 その他 462,060千円

無形固定資産 62,155千円

(4)担保に供している資産及び担保に係る債務
(ｲ)担保に供している資産 4,496,825千円

鋼索・索道・無軌条電車事業固定資産 1,427,114千円 自動車事業固定資産 284,281千円
付帯事業固定資産 1,972,164千円 各事業関連固定資産 93,265千円
関係会社株式 720,000千円
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(ﾛ)担保に係る債務 1,621,100千円
短期借入金 391,500千円 長期借入金 1,229,600千円

(5)関係会社に対する金銭債権・金銭債務
短期金銭債権 19千円 長期金銭債権 137,396千円
短期金銭債務 7,817千円 長期金銭債務 600千円

３.損益計算書に関する注記

(1)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

(2)営業収益 4,213,336千円

(3)営業費 4,014,477千円
運送営業費及び売上原価 2,806,906千円 販売費及び一般管理費 591,828千円
諸税 83,333千円 減価償却費 532,408千円

(4)関係会社との取引高
営業取引による取引高 営業収益 110,865千円 営業費 328,646千円
営業取引以外の取引による取引高 15,023千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 普通株式 319,578株

５.税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
退職給付引当金 380,914千円 減価償却費 28,139千円 賞与引当金 31,469千円
未払事業税 4,117千円 減損損失 326,171千円 役員退職慰労引当金 9,520千円
資産除去債務 16,269千円 環境対策引当金 4,987千円 貸倒引当金 8,119千円
繰越欠損金 144,957千円 その他 353千円

繰延税金資産小計 955,018千円
評価性引当額 △ 895,984千円 繰延税金資産合計 59,033千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 390,453千円 繰延税金負債の純額 331,419千円

６．リースにより使用する固定資産に関する注記
貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、製造設備等の一部については、所有権移転外ファイ

ナンスリース契約により使用しております。

７．一株当たり情報に関する注記
一株当たり純資産額 735.24円 一株当たり当期純利益 24.52円

８．その他の注記
(1)当社は、当事業年度において以下の資産について減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 減損損失
富山県黒部市 他 遊休地 土地 1,932千円

合 計 1,932千円

当社は、継続的に損益の把握を実施している管理会計上の単位である事業グループ別にグルーピングを行っております。ただし、将
来の使用が見込まれていない遊休資産などは、個別の資産グループとして取り扱っております。
上記資産について、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであり、収益性の低下・市場価格の著しい下落により投資額を回収

する目途が立たないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。
なお回収可能価額は正味売却価額により測定しており、不動産鑑定士による鑑定結果等の適切に市場価格を反映していると考えられ

る評価額を基に算出し評価しております。

(2)資産除去債務関係
当事業年度末（平成26年3月31日）
資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
(ｲ)当該資産除去債務の概要
建物解体時におけるアスベスト除去費用及び使用中のトランス等に含まれるＰＣＢの処理費用であります。

(ﾛ)当該資産除去債務の金額の算定方法
建物解体時に発生するアスベスト除去費用は、当該債務にかかる建物の撤去する期間に応じて８年～17年

と見積り、割引率は1.360～1.854%を使用して資産除去債務の金額を計算しております。
(ﾊ)当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 26,277千円
時の経過による調整額 349千円
その他増減額（△は減少） 23,350千円
期末残高 49,977千円
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連 結 貸 借 対 照 表

平成２６年３月３１日現在
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 1,646,004 流 動 負 債 1,539,660

現 金 及 び 預 金 1,237,534 支払手形及び買掛金 195,319

売 掛 金 11,399 短 期 借 入 金 893,500

た な 卸 資 産 163,589 未 払 法 人 税 等 42,867

繰 延 税 金 資 産 80,469 賞 与 引 当 金 117,407

そ の 他 153,010 そ の 他 290,566

固 定 資 産 10,095,413 固 定 負 債 3,410,501

有 形 固 定 資 産 8,466,686 長 期 借 入 金 1,229,600

建 物 及 び 構 築 物 4,661,630 繰 延 税 金 負 債 403,167

機械装置及び運搬具 1,136,773 退職給付に係る負債 1,600,745

土 地 2,404,380 長 期 未 払 金 29,760

建 設 仮 勘 定 19,860 環 境 対 策 引 当 金 18,414

そ の 他 244,041 資 産 除 去 債 務 49,977

無 形 固 定 資 産 72,102 負 の の れ ん 78,336

ソ フ ト ウ ェ ア 35,484 そ の 他 500

そ の 他 36,617

投 資 そ の 他 の 資 産 1,556,624 負 債 合 計 4,950,161

投 資 有 価 証 券 1,441,866

長 期 貸 付 金 76,845 （純 資 産 の 部）

繰 延 税 金 資 産 5,168 株 主 資 本 5,778,946

そ の 他 32,744 資 本 金 4,160,000

資 本 剰 余 金 422

利 益 剰 余 金 1,935,930

自 己 株 式 △ 317,405

その他の包括利益累計額 684,187

その他有価証券評価差額金 753,629

退職給付に係る調整累計額 △ 69,442

少 数 株 主 持 分 328,121

純 資 産 合 計 6,791,255

資 産 合 計 11,741,417 負債・純資産合計 11,741,417

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで

（単位：千円）

科 目 金 額

営 業 収 益 6,720,900

営 業 費 用

運輸業等営業費及び売上原価 3,842,869

販 売 費及び一般管理費 2,648,242 6,491,112

営 業 利 益 229,787

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 7,421

負 の の れ ん 償 却 額 6,922

土 地 物 件 貸 付 料 3,705

そ の 他 の 収 益 43,762 61,813

営 業 外 費 用

支 払 利 息 31,765

そ の 他 の 費 用 461 32,226

経 常 利 益 259,374

特 別 利 益

保 険 差 益 47,532

補 助 金 受 入 81,905

固 定 資 産 売 却 益 5,488 134,926

特 別 損 失

減 損 損 失 45,171

固 定 資 産 除 却 損 3,435

固 定 資 産 売 却 損 3,623

固 定 資 産 圧 縮 損 122,369

そ の 他 400 174,999

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 219,301

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 33,900

法 人 税 等 調 整 額 △ 16,335 17,564

少数株主損益調整前当期純利益 201,737

少 数 株 主 利 益 4,470

当 期 純 利 益 197,267

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで

（単位：千円）

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 4,160,000 422 1,738,662 △317,565 5,581,519

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 197,267 197,267

自己株式の取得

自己株式の処分 160 160

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 197,267 160 197,427

当 期 末 残 高 4,160,000 422 1,935,930 △317,405 5,778,946

その他の包括利益累計額

その他有価証券 退職給付に係る その他の包括
少数株主持分 純資産合計

評 価 差 額 金 調 整 累 計 額 利 用 累 計 額

当 期 首 残 高 750,380 － 750,380 322,172 6,654,072

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 197,267

自己株式の取得

自己株式の処分 160

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
3,249 △69,442 △66,192 5,949 △60,243

当期変動額合計 3,249 △69,442 △66,192 5,949 137,183

当 期 末 残 高 753,629 △69,442 684,187 328,121 6,791,255

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

１．連結の範囲に関する事項
(１) 連 結 子 会 社 の 数 …………… ２社

立山貫光ターミナル株式会社、立山黒部サービス株式会社

２．持分法の適用に関する事項
(１) 持分法を適用した関連会社の数 …………… １社

粟巣野観光開発株式会社

(２) 持分法を適用していない関連会社である富山地鉄自動車整備株式会社は、当期純損益（持分に見合う額）及
び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微
であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度に関する事項
連結子会社の事業年度末日は、連結決算日と同一であります。

４．会計処理基準に関する事項
(１) 資産の評価基準及び評価方法
(ｲ) 有 価 証 券

その他有価証券
時価のあるもの ……………… 市場価格等に基づく時価法によっております。
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出しております。）
時価のないもの ……………… 移動平均法による原価法によっております。

(ﾛ) た な 卸 資 産
先入先出法に基づく原価法によっております。

（収益性の低下による簿価切下げの方法により算出しております。）

(２) 固定資産の減価償却の方法
(ｲ) 有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び立山黒部サービス株式会社
定率法によっております。
ただし、弥陀ヶ原ホテルにかかる固定資産については定額法によっております。

立山貫光ターミナル株式会社
建物（附属設備を含む）及び構築物については定率法、それ以外については定額法によっております。

(ﾛ) 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
なお自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。

(ﾊ) リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリー
ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(３) 重要な引当金の計上の方法
(ｲ) 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(ﾛ) 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(ﾊ) 環境対策引当金
ＰＣＢ廃棄物を処理するに当たり、その処理費用見込額を計上しております。
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(４) 退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付に備えるため、自己都合による期末要支給額相当額を計上しております。
会計基準変更時差異の取扱いについては、税効果を調整の上、純資産の部における「その他の包括利益累

計額」の「退職給付に係る調整累計額」に計上しております。

(５) 消費税等の会計処理の方法
税抜方式によっております。

（会計方針の変更）
（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい
う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下
「退職給付適用指針」という。）を当連結会計年度末より適用しております。（ただし、退職給付会計基準第35
項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）
退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当

連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加
減しております。
この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が1,600,745千円計上されるとともに、その他

の包括利益累計額が69,442千円減少しております。
なお、一株当たり純資産額は7.74円減少しております。

５．連結貸借対照表に関する注記
（１）担保に供している資産及び担保に係る債務

(ｲ) 担保に供している資産
建 物 及 び 構 築 物 2,873,515千円
機械装置及び運搬具 345,476千円
土 地 517,778千円
その他の事業用固定資産 40,054千円
投 資 有 価 証 券 720,000千円

計 4,496,825千円

(ﾛ) 担保に係る債務
短 期 借 入 金 391,500千円
長 期 借 入 金 1,229,600千円

計 1,621,100千円

（２）有形固定資産の減価償却累計額
27,434,866千円

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普 通 株 式 9,291,668株

７．金融商品に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を
調達しております。
借入金の使途は運転資金（主として短期）および設備投資資金（長期）であります。

（２）金融商品の時価等に関する事項
平成26年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

連結貸借対照表
時 価(※) 差 額

計上額(※)
(1)現金及び預金 1,237,534 千円 1,237,534 千円 － 千円
(2)投資有価証券

その他有価証券 1,434,208 千円 1,434,208 千円 － 千円
(3)短期借入金 (502,000)千円 (502,000)千円 － 千円
(4)長期借入金 (1,621,100)千円 (1,622,189)千円 △ 1,089 千円

(※)負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
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(注１)金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
(1)現金及び預金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(2)投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(3)短期借入金
短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。
(4)長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い

て算定する方法によっております。

(注２)非上場株式（連結貸借対照表計上額7,658千円）は市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もる
ことなどができず、時価を把握することが困難と認められるため、「(2)投資有価証券 その他有価証券」には含
まれておりません。

８．一株当たり情報に関する注記
一株当たり純資産額 720.35円
一株当たり当期純利益 21.98円

９．その他の注記
（１）当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類 減損損失
富山県黒部市 遊休資産 土地 1,932千円
富山県立山町 ホテル事業 建物 43,238千円

合 計 45,171千円

当社グループは、継続的に損益の把握を実施している管理会計上の単位である事業グループ別にグルー
ピングを行っております。ただし、将来の使用が見込まれていない遊休資産などは、個別の資産グループ
として取り扱っております。
上記資産について、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであり、収益性の低下・市場価格の著

しい下落により投資額を回収する目途が立たないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額
を減損損失として特別損失に計上しております。
なお回収可能価額は正味売却価額により測定しており、不動産鑑定士による鑑定結果等の適切に市場価

格を反映していると考えられる評価額を基に算出し評価しております。

（２）資産除去債務関係

当連結会計年度末（平成26年3月31日）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(ｲ) 当該資産除去債務の概要
建物解体時におけるアスベスト除去費用及び使用中のトランス等に含まれるＰＣＢの処理費用であります。

(ﾛ) 当該資産除去債務の金額の算定方法
建物解体時に発生するアスベスト除去費用は、当該債務にかかる建物の撤去する期間に応じて８年～17年
と見積り、割引率は1.360～1.854%を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

(ﾊ) 当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 26,277千円
時の経過による調整額 349千円
その他増減額（△は減少） 23,350千円
期末残高 49,977千円
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◇会社概要／役員◇ ◇株主メモ◇
（平成26年3月31日現在）

○設立年月日 昭和39年12月25日
○資本金 41億6千万円
○発行済株式総数 9,291,668株
○株主数 1,440名

○役員
代表取締役社長 佐伯 博

専務取締役 佐川 栄

常務取締役 営業推進部長 永崎泰雄

常務取締役 総務部長 新森雅夫

取締役 石井隆一

取締役 永原 功

取締役 髙木繁雄

取締役 勝田達規

取締役 桑名博勝

取締役 森 雅志

取締役 牛越 徹

取締役 梶田聡仁

取締役 経理部長 中川 修

取締役 運輸事業部長 見角 要

取締役 石野一美

常勤監査役 高平 亮

監査役 舟橋貴之

監査役 稲田祐治

◇株主優待基準◇
優待乗車券・乗車証 ホテルご所有株式数

種 類 通用区間 発行枚数 宿泊割引券

１００株 ～ １５０株未満 優待乗車券(片 道) 立 山～室 堂 ２枚 ２枚

１５０株 ～ ３００株未満 優待乗車券(片 道) 立 山～室 堂 ３枚 ２枚

優待乗車券(片 道)
立 山～室 堂 １枚

２枚３００株 ～ ４００株未満
立 山～黒部湖 ２枚

４００株 ～ ６００株未満 優待乗車券(片 道) 立 山～黒部湖 ４枚 ２枚

６００株 ～ ８００株未満 優待乗車券(片 道) 立 山～黒部湖 ６枚 ２枚

８００株 ～ １,０００株未満 優待乗車券(片 道) 立 山～黒部湖 ８枚 ２枚

１,０００株 ～ ２,０００株未満 優待乗車券(片 道) 立 山～黒部湖 １０枚 ４枚

２,０００株 ～ ３,０００株未満 優待乗車券(片 道) 立 山～黒部湖 ２０枚 ４枚

３,０００株以上 優待乗車券(片 道)
立 山～黒部湖

３０枚
６枚

優待乗車証(記名式) １枚

○優待有効期間：各年度 営業期間中 ○各券のご利用方法につきましては、各券面記載事項をご覧願います。

単元未満株式買取・買増制度のご案内

当社では、単元未満株式（１００株未満）をご所有の株主の皆

様のご便宜を図るため、単元未満株式の買取および買増制度を行

っております。

＜単元未満株式の買取り＞

株主様がお持ちになっている単元未満株式を、当社が買い取ら

せていただきます。

＜単元未満株式の買増し＞

株主様がお持ちになっている単元未満株式と合わせて１単元

（１００株）となる株式を当社が株主様に売却いたします。

お手続きの詳細につきましては、上記日本証券代行 代理人部まで

お問い合わせください。

０１２０－７０７－８４３（フリーダイヤル）

○ 事 業 年 度 ４月１日～翌年３月３１日

○ 定時株主総会 ６月

○ 基 準 日

株主優待券 ２月末日

定時株主総会の議決権 ３月31日

期末配当金 ３月31日

○ 公告掲載新聞 北日本新聞

○ 単元 株式 数 １００株

○ 株主名簿管理人

東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号

日本証券代行株式会社

○ 同取 次場 所

日本証券代行株式会社 支店

三井住友信託銀行株式会社 本店および全国各支店

○ お問合せ・送付先

〒１６８－８６２０

東京都杉並区和泉２－８－４

日本証券代行株式会社 代理人部

旧「立山開発鉄道株式会社」株券をお持ちの株主様

当社では､合併により消滅した立山開発鉄道株式会社の株券と､当社株券との引換えを行っております。まだ引換え

のお済みでない株主様は、新株券との引換えをお願い申しあげます。

なお、引換えのお手続きにつきましては、上記日本証券代行代理人部までお問い合わせください。




